
（単位：千円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 75,177,464 固定負債 28,420,319

有形固定資産 56,130,305 地方債 26,601,993

事業用資産 29,754,211 長期未払金 0

土地 9,959,913 退職手当引当金 1,818,326

立木竹 40,933 損失補償等引当金 0

建物 54,902,075 その他 0

建物減価償却累計額 △ 37,207,221 流動負債 3,354,955

工作物 2,003,287 1年内償還予定地方債 2,626,157

工作物減価償却累計額 △ 1,291,490 未払金 0

船舶 0 未払費用 0

船舶減価償却累計額 0 前受金 0

浮標等 0 前受収益 0

浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 337,204

航空機 0 預り金 391,594

航空機減価償却累計額 0 その他 0

その他 0 31,775,274

その他減価償却累計額 0 【純資産の部】

建設仮勘定 1,346,714 固定資産等形成分 76,360,305

インフラ資産 26,176,090 余剰分（不足分） △ 30,284,062

土地 4,210,270

建物 0

建物減価償却累計額 0

工作物 69,086,497

工作物減価償却累計額 △ 47,504,926

その他 0

その他減価償却累計額 0

建設仮勘定 384,249

物品 1,739,834

物品減価償却累計額 △ 1,539,830

無形固定資産 1

ソフトウェア 0

その他 1

投資その他の資産 19,047,158

投資及び出資金 15,083,557

有価証券 42,754

出資金 15,040,803

その他 0

投資損失引当金 0

長期延滞債権 234,860

長期貸付金 0

基金 3,390,257

減債基金 0

その他 3,390,257

その他 355,110

徴収不能引当金 △ 16,626

流動資産 2,674,053

現金預金 1,454,459

未収金 39,536

短期貸付金 0

基金 1,182,841

財政調整基金 600,729

減債基金 582,112

棚卸資産 0

その他 0

徴収不能引当金 △ 2,783 46,076,243

77,851,517 77,851,517

【様式第１号】

一般会計等貸借対照表

科目 科目

（令和７年３月３１日現在）

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計



（単位：千円）

金額

経常費用 33,651,512

業務費用 16,986,993

人件費 4,551,813

職員給与費 3,379,186

賞与等引当金繰入額 337,204

退職手当引当金繰入額 296,638

その他（人件費） 538,785

物件費等 11,842,135

物件費 8,016,422

維持補修費 1,293,476

減価償却費 2,528,071

その他（物件費等） 4,166

その他の業務費用 593,045

支払利息 129,436

徴収不能引当金繰入額 4,496

その他（その他の業務費用） 459,113

移転費用 16,664,519

補助金等 8,544,808

社会保障給付 6,012,749

他会計への繰出金 1,951,914

その他（移転費用） 155,048

経常収益 1,103,008

使用料及び手数料 413,103

その他（経常収益） 689,905

純経常行政コスト 32,548,504

臨時損失 1,543

災害復旧事業費 0

資産除売却損 1,543

投資損失引当金繰入額 0

損失補償等引当金繰入額 0

その他（臨時損失） 0

臨時利益 5,006

資産売却益 3,077

その他（臨時利益） 1,929

純行政コスト 32,545,041

科目

【様式第２号】

一般会計等行政コスト計算書

至 令和7年3月31日
自 令和6年4月1日



自

至

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 47,204,206 76,400,432 △ 29,196,226

純行政コスト（△） △ 32,545,041 △ 32,545,041

財源 31,335,617 31,335,617

税収等 21,528,323 21,528,323

国県等補助金 9,807,294 9,807,294

本年度差額 △ 1,209,424 △ 1,209,424

固定資産等の変動（内部変動） △ 379,359 379,359

有形固定資産等の増加 2,148,063 △ 2,148,063

有形固定資産等の減少 △ 2,533,501 2,533,501

貸付金・基金等の増加 2,075,693 △ 2,075,693

貸付金・基金等の減少 △ 2,069,614 2,069,614

資産評価差額 0 0

無償所管換等 81,461 81,461

その他（資産変動） 0 257,771 △ 257,771

本年度純資産変動額 △ 1,127,963 △ 40,127 △ 1,087,836

本年度末純資産残高 46,076,243 76,360,305 △ 30,284,062

【様式第３号】

一般会計等純資産変動計算書

科目 合計

令和7年3月31日

令和6年4月1日



（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出 30,769,626
業務費用支出 14,105,107

人件費支出 4,202,494
物件費等支出 9,324,977
支払利息支出 129,436
その他の支出（業務費用支出） 448,200

移転費用支出 16,664,519
補助金等支出 8,544,808
社会保障給付支出 6,012,749
他会計への繰出支出 1,951,914
その他の支出（移転費用支出） 155,048

業務収入 31,629,268
税収等収入 21,521,896
国県等補助金収入（業務収入） 9,002,283
使用料及び手数料収入 413,018
その他の収入（業務収入） 692,071

臨時支出 0
災害復旧事業費支出 0
その他の支出（臨時支出） 0

臨時収入 0
業務活動収支 859,642
【投資活動収支】

投資活動支出 4,165,352
公共施設等整備費支出 2,148,063
基金積立金支出 1,521,331
投資及び出資金支出 495,958
貸付金支出 0
その他の支出（投資活動支出） 0

投資活動収入 2,758,014
国県等補助金収入（投資活動収入） 805,011
基金取崩収入 1,945,347
貸付金元金回収収入 0
資産売却収入 7,656
その他の収入（投資活動収入） 0

投資活動収支 △ 1,407,338
【財務活動収支】

財務活動支出 2,798,446
地方債償還支出 2,798,446
その他の支出（財務活動支出） 0

財務活動収入 2,916,533
地方債発行収入 2,916,533
その他の収入（財務活動収入） 0

財務活動収支 118,087
△ 429,609
1,492,473
1,062,864

前年度末歳計外現金残高 386,696
本年度歳計外現金増減額 4,899
本年度末歳計外現金残高 391,595
本年度末現金預金残高 1,454,459

【様式第４号】

一般会計等資金収支計算書

至 令和7年3月31日

自 令和6年4月1日

金額科目

本年度末資金残高

本年度資金収支額

前年度末資金残高



注記 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

取得原価が判明しているものは、原則として取得原価とし、不明なものは、再調達原

価としています。ただし、橋梁、港湾等の敷地のうち、取得原価が不明なものは備忘価

額１円としています。 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

ア 満期保有目的以外の有価証券のうち市場価値のないもの 取得原価 

イ 出資金のうち市場価値のないもの 出資金額 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 定額法による 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

 ア 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権については、過去３年間の平均徴収不能率により、徴収不

能見込額を計上しています。 

イ 賞与等引当金 

職員に対する賞与等の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、財務書類作成

基準日に発生していると認められる額を計上しています。 

ウ 退職手当引当金 

職員に対する退職手当の支給に備えるため、財務書類作成基準日において在職す

る職員が自己都合により退職するとした場合の退職手当要支給額を計上しています。 

(5) 資金収支計画書における資金の範囲 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 235 条の４第１項に規定する歳入歳出に属

する現金としています。 

(6) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

ア 物品の計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円以上の場合に資産として計上し

ています。 

２ 重要な会計方針の変更等 該当はありません。 

３ 重要な後発事象 該当はありません。 

４ 偶発債務 該当はありません。 

５ 追加情報 

（1） 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項  

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。  

一般会計   

② 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率の状況は、次の

とおりです。 

 実質赤字比率 該当なし  



連結実質赤字比率 該当なし 

実質公債費比率 6.5％ 

将来負担比率 46.6％ 

③ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 7,055 百万円 

④ 繰越事業に係る将来の支出予定額 1,208 百万円 

（2） 貸借対照表に係る事項 

 ① 地方交付税措置のある地方債のうち、後年度の普通交付税の算定基礎である基準 

財政需要額に含まれることが見込まれる金額 18,199 百万円  

② 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく将来負担比率の算定要素は、 

次のとおりです。 

標準財政規模 18,662 百万円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 2,141 百万円 

将来負担額 38,484 百万円 

充当可能基金額 3,306 百万円 

特定財源見込額 4,093 百万円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 23,394 百万円 

（3） 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加 

  えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計 

  上しています。 

 （4） 純資産変動計算書に係る事項 

  ① 基礎的財政収支 1,584 百万円 

② 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 38,390 百万円 37,327 百万円 

前年度末資金残高（繰越金） ▲1,086 百万円 － 

地方自治法に基づく財政調整基金の積立 － 428 百万円 

資金収支計算書 37,304 百万円 37,733 百万円 

 

  



③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額の内訳 

資金収支計算書 

業務活動収支            1,455 百万円 

投資活動収入の国県等補助金収入    209 百万円 

未収債権、未払債務等の増加（減少） △39 百万円 

減価償却費            △2,528 百万円 

賞与等引当金繰入額（増減額）     △53 百万円 

退職手当引当金繰入額（増減額）   △297 百万円 

徴収不能引当金繰入額（増減額）      11 百万円 

資産除売却損               1 百万円 

純資産変動計算書の本年度差額   △1,209 百万円 

④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額は 60 億円です。 
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